
第１０章

海上の安全の国際ルールと国内的執行

――マラッカ海峡の海賊規制――

小 中　さつき

はじめに――問題の所在

　海賊行為を規律する法は，現存する国際法のなかでも最も古い規則のひと

つであるとされる（飯田［１９６７��１４９］）。また規則の内容が国連海洋法条約（海

洋法条約）において明文化されているにもかかわらず，海賊行為の発生を抑え

ることは現代においても難しい状況である。最近では，海賊の武装化が進ん

だために海賊行為の内容が凶悪化したり，またアフリカのソマリア沖やイン

ド，バングラデシュ沖での発生件数の増加など，海賊事件の多発地帯が世界

的に広がりをみせている状況があり，発生件数の減少をみることは相変わら

ずできない（１）。本章で対象とするマラッカ海峡に関しても状況は変わらず，

２００５年度は既遂事件が７件，未遂事件が５件発生している。そのなかの１件

は日本船籍の韋駄天号の事件であり，武装した海賊によって船長を含む３人

の乗組員が誘拐され，後に解放されるという内容のものであった。他にも日

本が関係しているマラッカ海峡の事件として，１９９９年１０月に発生した井村汽

船が所有するパナマ船籍の「アロンドラ・レインボー号」事件をあげること

ができる。本件においては，船荷ごと船を奪取され，日本人船長を含む１７人

の乗組員が，救命いかだで海に投げ出され，２週間以上の漂流の末，救出され

た。外装を塗り替えられたアロンドラ・レインボー号は後に発見され，海賊



も逮捕された（読売新聞社会部［２０００］）。

　年間７万５０００隻の世界の船がマラッカ海峡を航行し，日本についても輸入

原油の約９割がマラッカ海峡を経由して日本に入ってきている。マラッカ海

峡の安全を確保することは国際貿易にとっても日本経済にとっても非常に重

要な課題であり，船舶の安全を脅かすことは，世界経済をも混乱させること

になるのである。しかしながら，なぜ海賊行為を実効的に取り締まることが

できないのか，その原因はさまざまである。ひとつには，実際に起きている

海賊事件と国際慣習法として成立している海賊行為の定義とが乖離している

ことがあげられる（２）。とくに事件が沿岸国の領海内で発生しているマラッ

カ海峡やマレーシア，インドネシア沿岸においてはそのことは顕著である。

また冷戦構造が崩壊した１９９０年以降は，たとえばアフガニスタン紛争やカン

ボジアでの内戦で使用された武器を闇で安価に手に入れることが可能となり，

海賊の武装化が進んだとされ，取締りを難しくしている（���［２００５��６７］），

また１９９０年代後半のアジア経済危機の影響から，経済的に困窮したインドネ

シアをはじめとする沿岸国国民は収入源を確保するためのひとつの選択肢と

して海賊になっており（��������［２００５��８２］），海賊事件の内容はその質，量と

もに大きく変化してきている。

　こうした状況に対応しようと，国際社会はさまざまな国際組織やフォーラ

ムを通じて，実効性のあるルール作りを行おうとしている。政府間国際組織と

しては，国連の専門機関のひとつである国際海事機関（������������	
��������


����������	�
���）を代表としてあげることができる。しかし，この分野にお

いて���と並んでもしくはそれ以上に積極的かつ実効的な活動を行ってい

るのは，非政府国際組織（���）である国際商業会議所（������������	
������


�����������	�
��）の付属機関，���（���������	
�����
�������）の部局，

国際海事局（������������	
��������
������
��）であろう。安全な国際通商

を確保するため，海賊に関するルール作りや情報提供活動を行っている。

　そのほかには地域的国際組織である東南アジア諸国連合（�����）地域的

フォーラムであるアジア太平洋経済協力（����），ならびに二国間レベルでの
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条約を通じて統一的なルール作りが行われている。

　しかしながら，このようなルール作りの努力がなされているにもかかわら

ず，海賊行為を十分に取り締まることのできない第２の，そして最大の要因

は，沿岸国が，作成されたルールを執行するための実効性のある制度を整え

ておらず，かつ制度を支えるもしくは制度を確立するための経済的な余裕を

もっていない点にあるであろう。マラッカ海峡を航行することで恩恵にあず

かっているのは，石油等の輸送ルートとして使用している日本をはじめとす

る海運大国であるのに対して，それらの国の船舶を守るために海賊を取り締

まるのは，経済的に豊かとはいえないインドネシアやマレーシアといった沿

岸諸国という構図が問題の解決を困難にしている。本章では，これまであま

り検討されてこなかった，国際ルールを沿岸国がいかに国内法制度に取り込

み，履行，執行していくのかという点にも焦点を当てることとする。単に海

賊行為の取締りのための国内法が存在するだけでは問題は解決せず，実効的

な取締りのためには，どのような措置が必要なのか具体的に検討する必要が

ある。

　本章では以下のように論を進めていく。第１節では，第１に国際法が海賊

行為の規制に関してどのような法を発展させてきたのか，その内容を確認し，

第２にはそのうえで，現在のマラッカ海峡での海賊事件の実情と，既存の法

との乖離という問題に焦点を当て，明らかにしたい。第２節では第１節での

分析を前提に，既存の国際法の問題点を克服するためにさまざまなフォーラ

ムがどのような国際ルールを作成しているのか，またルール作成のためにい

かなる努力がなされているのかをみていくこととする。第３節において，本

章のテーマの核心である，なぜさまざまな法が用意されているにもかかわら

ず海賊事件が後を絶たないのかという問題に迫りたい。つまり問題は国内法

および国際法レベルにおいて海賊を規制するための法が存在しないのではな

く，法を執行するための国内法上の法整備が行われていなかったり，東南ア

ジア諸国が抱える経済的，政治的問題が障害となっていたりすると考えるこ

とができ，その障害とは具体的に何であるのか，そしてそれを克服するため
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に，国際社会はどのような対策をとっているのかを検証する。

　最終的には，海賊行為の規制に関する一連の分析を通じて，国際貿易上の

利益や海上の安全を守るためにどのような国際ルールが作られ，そしてそれ

を国内で受容するにあたって，沿岸国である東南アジア諸国はいかなる問題

を抱え，どのような対応策をとっているのかを明確にする。そのなかでは

���を含む国際組織が有する法主体性という，国際法の古くて新しい問題や，

最近の海賊行為概念のテロ行為への安易な拡大傾向についても一定の示唆を

与えることができると考える。

第１節　海賊行為の定義とその問題点

　１．法典化作業

　海賊という言葉はヘロドトスやトゥキディディスの著作のなかにすでにみ

られ，古くから存在していたことは知られているが，その起源は不明である。

しかしギリシャ・ローマ時代には海賊の取締りのための法がすでに存在し，

イギリスにおいては，１２世紀頃から海軍の建設とともに海上安全の確保が図

られ，海賊取締りの裁判管轄権に関する文書が１３世紀には存在していたとい

う（飯田［１９６７��４０］）。近代国際法という概念が登場する以前に，海賊はすで

に「人類共通の敵（����������	
����
���）」として捉えられ，国籍国の保護を

受けることはできず，海賊行為はすべての国が裁判管轄権の対象とすること

のできる国際犯罪として認められていた（���������	�
���［１９５５��６０９］）。とく

にヨーロッパにおいては植民地貿易や海上の安全の確保がヨーロッパ諸国の

共通利益として認識され，その利益を守るためにはすべての国が海賊を取り

締まる権利を有するとするルールが確立し（����������	
�����［１９９２��１６９］），

それぞれ国内法において具体的な内容を規定してきたのである。

　しかしながら，いかなる行為を取締りの対象とし，どのような刑罰を科す
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かは長年各国の国内法にゆだねられてきたのであり，その内容はさまざまで

あり統一されてはいなかった（飯田［１９６７��７８�１１０］）。

　そうしたなか，１９世紀後半から，不文法である国際慣習法を成文化すると

いう法典化が，多くの学者によって試みられるようになった。２０世紀にはい

ると，国際紛争の平和的処理のためには法典化作業が重要な役割を果たすと

いう認識のもと，国際連盟の国際法法典化専門委員会は，海賊を国籍や領海

といったトピックスと並んで法典化の対象として選択した。１９２６年には「海

賊の抑止のための条文草案」が作成されたが，翌１９２７年には普遍的な合意を

得ることが困難であることや，さらなる作業を行うほどには重要なトピック

ではないということから，法典化作業の計画から除外された（�����［１９９２��

１０３８］）。その一方で，ハーバード・ロースクールの研究グループが海賊に関

する法典化を行い，１９３２年に「海賊に関する条約草案（��������	
�	���	��	�

���������	
�����	�）」（全１９条）を作成した（����������	���
���������������

���［１９３２��７２９］）。この草案には，その当時までのさまざまな学者の著作，国

内法や国内判例の資料がコメントとともに付されており，草案がそのまま条

約として用いられることはなかったが，その後の法典化作業にとって大変貴

重な資料となっている。

　再び，海賊に関して法典化が試みられたのは，第二次大戦後の国際連合の

時代になってからである。国際連合では，総会に与えられた国際連合憲章第

１３条「国際法の漸進的発達及び法典化を奨励する」という任務を果たすため，

１９４７年に国連総会決議によって国際法委員会が設置された。委員会では，領

海制度や公海制度といった海洋法の分野も法典化の対象とすることを決定し，

そのなかで海賊に関しても取り上げることとなった。ここでの議論に大きな

影響を与え，国際法委員会の草案の基礎となったのは，先に示したハーバー

ド・ロースクールの条文草案であるが，しかし国際法委員会が実際的かつ政

治的な対応を迫られたのに対し，ハーバード・ロースクールの条文草案はあ

くまでも論理的な精緻化を目指した点で大きな違いがあったともいわれる

（������［１９８０��１０３�１０４］）。
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　国際法委員会は１９５５年に海賊に関して８カ条から成る草案を作成した。そ

れは，１９５８年の第一次国連海洋法会議においてほぼそのまま採用され，「公海

に関する条約（公海条約）」の一部として採択されることとなった。その後

１９７３年から１９８２年に開かれた第三次国連海洋法会議においてさらなる海洋法

の法典化が試みられたが，海賊に関しては公海条約の規定がほとんど修正さ

れることのないまま，１９８２年の「国連海洋法条約（海洋法条約）」に踏襲され

た。第１００条から第１０７条にわたって定義や，海賊の取締りに関する国家の権

限についての規定がなされ，「人類共通の敵」である海賊について，公海上お

よびいずれの国の管轄権にも服さない場所での海賊行為には，すべての国が

取締りのための強制権を有するとした。つまり公海上の船舶での海賊行為に

は，船舶の旗国のみが執行権をもつとする旗国主義の例外としての普遍的管

轄権を認めたことになる。

　２．法と現実の乖離

　ほぼ１世紀をかけて成文化の過程を経てきた海賊に関する国際法が，十分

に海賊行為の規制を行っているのかといえば，答えは否である。前節で述べ

たように海賊事件は質，量ともに悪化の傾向を辿っているといってよい。

���の統計によれば，たとえばここ数年の既遂，未遂を含めた海賊事件の発

生数をみても２０００年が４６９件，２００１年が３３５件，２００２年が３７０件，２００３年が３４４

件，２００４年が２５１件，また２００５年は１月から９月の間だけで２０５件と，著しく

減少しているというような分析をすることはできない（���［２００５��５］）。また

２００５年の２０５件のうち８２件が東南アジア海域で発生しており，実にそのうちの

６１件がインドネシア海域で起きている（���［２００５��７］）。乗組員に対する暴

力についても，身代金目当ての人質や，誘拐や脅迫，また殺害するケースも

多く，行方不明者も年々増えており（���［２００５��９］），冷戦終結後の闇ルート

での武器の流入などとも関連して，凶悪化傾向が続いている。

　このような状況に対して，国連海洋法条約が実効的な規制をなしえないの
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は，法典化作業当初から抱えてきた問題のためであるということができよう。

海賊の取締りは，１９世紀にはいると海上犯罪として法が整備され，また近代

的海軍によって法が執行されるようになり，実効的な規制が行われるように

なっていた（飯田［１９６７��６９］）。ゆえに，２０世紀初頭の国際連盟における法典

化作業は，すでにその作業自体の必要性が疑問視され，またその後の国際連

合下で開かれた第一次国連海洋法会議においても，海賊は過去の問題で海賊

の規制に関する規定をおく意味もないといった意見も出されるほどであった

（横田［１９５９��３６８�３６９］）。最終的に採択された規定についても，その内容は１８世

紀の遺物であり，今日的な有用性はないといった意見も表明されていた（中

村［１９９５��１２９］）。つまりこうした評価を受けることからもわかるように，こ

れらの規定は現代の海賊問題を克服するためのものではないのである。実効

的な取締りという観点から，以下の海洋法条約の諸規定に関していくつか問

題点を指摘することができるであろう。

　　第１０１条（海賊行為の定義）

　　　海賊行為とは，次の行為をいう。

�私有の船舶又は航空機の乗組員又は旅客が私的目的のために行うす

べての不法な暴力行為，抑留又は略奪行為であって次のものに対し

て行われるもの

���公海における他の船舶もしくは航空機又はこれらの内にある人若

しくは財産

���いずれの国の管轄権にも服さない場所にある船舶，航空機，人又

は財産

�いずれかの船舶又は航空機を海賊船舶又は海賊航空機とする事実を

知って当該船舶又は航空機の運航に自発的に参加するすべての行為

��又は�に規定する行為を先導し又は故意に助長するすべての行為

　　第１０５条（海賊船舶又は海賊航空機の拿捕）
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　いずれの国も，公海その他いずれの国の管轄権にも服さない場所に

おいて，海賊船舶，海賊航空機又は海賊行為によって奪取され，かつ，海

賊の支配下にある船舶又は航空機を拿捕し及び当該船舶または航空機

内の人を逮捕し又は財産を押収することができる。拿捕を行った国の

裁判所は，科すべき刑罰を決定することができるものとし，また，善

意の第三者の権利を尊重することを条件として，当該船舶，航空機又

は財産についてとるべき措置を決定することができる。

　第１に挙げられるのは第１０１条の「私的目的」という海賊行為の目的につい

てである。海賊行為が「私的目的」のためになされるものと限定されたこと

は，公的目的や政治的目的のためになされる海上での略奪行為は海賊行為と

はみなされないということになり，そのような行為に対する国家の普遍的管

轄権は認められない。歴史的には，国家や反乱団体による敵国に対する略奪

もあったが，そのような行為は海賊行為とはみなされない。このような規定

の方法は，国家免除や政治的庇護，反乱団体といった主権との微妙な問題を

回避するのに有用である（������［１９８０��６２�６３］）。しかし「私的目的」のみに

海賊行為の目的を限定してしまうことは，１９８５年の政治目的のためのパレス

チナ武装ゲリラによる船舶アキレ・ラウロ号の乗っ取り事件や（３），最近の海

上テロへの脅威等，現代の問題については，海洋法条約が何ら意味をもたな

いことになる（������������	
［１９８６��７４３］）。この点，実際の海上犯罪を取締

る上では大きな問題が残されている。

　第２に挙げられる問題は，海賊行為の行為地についてである。第１０１条には，

「公海」もしくは「いずれの国の管轄権にも服さない場所」で海賊行為は行わ

れると規定されている。このことは領域主権の排他性からみれば当然のこと

であり，ある国家の領域内で行われる船舶への暴力行為は領域国の，つまり

国内法上の問題であり，国際法が規律する対象ではない。しかしこの点，東

南アジアでの海賊事件の現状に照らしてみると，それらは公海上ではなく，

港や領海内で停泊中，もしくは投錨中に多発している。しかしながら領海内
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の問題とはいえ，マラッカ海峡の実際の利用国である日本などの海運大国が

航行の安全や海上安全といった国際法上の法益保護のために，なんらの義務

も負わなくてよいのかどうかについては疑問が残る。

　第３には，拿捕の場所の問題を挙げることができる。第１０５条では，拿捕の

場所に関して「公海」もしくは「いずれの国家の管轄権にも服さない場所」

と規定している。しかしながら国連国際法委員会の草案では削除されたが，

ハーバード草案では第７条に，自国領域内もしくはいずれの国の管轄権にも

服さない場所において海賊船の追跡が開始されたときには他国の領域内へ追

跡を継続することができ，また拿捕も可能であるとされた。この草案規定は，

ハーバード・ロースクールの研究グループが，海賊船が領海内に逃げ込んで，

追跡を逃れようとすることを防止することを目的としておいたものであった

（�������１９８０��７６］）。領域主権の原則からは本草案規定の削除は当然であった

かもしれないが，現在の状況からすると，このような取締りの方法も検討さ

れる必要がある。

　公海条約および国連海洋法条約の海賊関連規定は，さまざまな国内法規定

や国家実行が存在する中から共通項を導き出したことにより，非常に限定的

な内容となっている（村上［２００１��１４６�］）。これは，既存の国際慣習法の成文

化という法典化作業の本来の目的は果たしているということができるかもし

れないが，各国が定めている国内法上の多様な海賊に関する規定をほとんど

排除することになってしまい，実際に適用する上では多くの制限を含む規定

になっているといえるであろう。

　次節では，果たしてこのような限界は国際法の原則に内在する問題である

のか，もしくは海賊の実効的な取締りのために乗り越えることができるもの

なのか，さまざまなフォーラムでの新たなルール作りを取り上げながら検討

することとする。
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第２節　海賊規制のための国際ルール作り

　マラッカ海峡やシンガポール海峡など東南アジアでの海賊事件の発生地の

ほとんどは沿岸国の管轄権内である領海や港湾内であること，また行為の内

容が凶悪化し，海賊の脅威が高まっていることに対応するため国際社会はさ

まざまな努力を重ねてきている。とくに問題となるのは，海賊の定義と取締

りのための管轄権の問題であるが，２００１年９月１１日のアメリカでの同時多発

テロ以降は，海上テロの脅威がこの分野のルール作りにも影響を与え，新た

な展開をみせている。

　１．���によるルール作り

　海賊の取締りのために取り組む政府間国際組織として第１に挙げられるの

は，���である。���は海洋法条約上の海賊行為の対象の外にある海上犯罪

に対してもさまざまな対応を行っている。先にみたアキレ・ラウロ号事件は，

乗客による船舶の不法奪取および船舶内での暴力行為であり，また犯人の目

的は政治的なものであった。そのため海賊行為を，私的目的による私有の船

舶の他の船舶に対する不法な行為と定めている海洋法条約（１０１条）を当該事

件に適用することは困難であった。実際にも，被害者の国籍国であるアメリ

カの裁判管轄権は否定され，被害船の旗国であり犯人の所在地国であるイタ

リアが自国で訴追，処罰を行った。アメリカは当該事件を「海賊行為」とし

て主張し，普遍的管轄権に基づいて自らの裁判管轄権を行使しようとしたが，

結局は旗国主義を原則とする対応がとられた（���［１９８５��１５１５］）。

　この事件を受けて，���では新たな条約作りがなされ，１９８８年に「海洋航

行の安全に対する不法な行為の防止に関する条約（ローマ条約）」が採択され

た。本条約は国際テロリズム規制の文脈における，海洋航行の安全に対する

不法な行為を取り締まることを目的としている。船舶の奪取，船舶内の人に
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対する暴力行為，船舶や積荷の破壊，虚偽の情報による船舶の安全を損なう

こと，および船内の人の殺傷を不法な行為として規制する（３条）。また対象

となる船舶は「一の国の領海の外側の限界若しくは隣接国との境界を越えた

水域に向かって若しくは当該水域から航行し若しくは航行する予定である場

合又は当該水域を航行し若しくは航行する予定である」ものとされている。

　裁判管轄権は船舶の旗国，自国領域内で犯罪が行われた国，自国民により

犯罪が行われた国に与えられ，また，容疑者が自国領域内に所在し，かつ引

き渡しを行わない国は，義務的に裁判管轄権を設定しなければならない。さ

らに，自国内に常居所を有する無国籍者によって犯罪が行われた国，自国民

が被害者である国，何らかの行為を行うことを強要された国は任意で裁判管

轄権を設定することができる（６条）。

　これらの規定からローマ条約が，公海条約や海洋法条約上の「海賊行為」

の範疇には入らない，いわゆるシージャックといわれるような，同一船舶内

での犯罪行為も取締りの対象としていることや，犯罪が「私的目的のため」

に限定されていないことでこれまでの限界を乗り越えようとしていることが

わかる。また船舶は領海外を航行する予定があれば，公海上でなく領海内に

ある場合にも取締りの対象となる。裁判管轄権に関しては，旗国主義，属地

主義を原則とし，そのうえで属人主義や保護主義も採用されているが，容疑

者所在地国が引き渡しもしくは訴追することを義務付けられている点では，

ハイジャック関連のテロリズム規制の条約（「航空機不法奪取防止条約」「民間

航空不法行為防止条約」）と同様の法的枠組み，つまり犯人がどこに逃げても必

ず処罰することのできる普遍主義の体制を確保している。さらに���はテ

ロ対策強化のため２００５年１０月にローマ条約の改正議定書を採択した（４）。

　新たな現象を受け，既存の国際法の不備を補うべく従来の「海賊行為」の

対象にならない犯罪行為を取り締まるために作られたローマ条約であるが，

従来の「海賊行為」における法制度をシージャック等の海上犯罪に決して拡

大するものではなく，国際テロリズム規制のための，海賊とは別の法枠組み

の上に成立すると理解すべきであろう（村上［２００１��１５３］）。
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　こうした規制の動きの一方で，現実の東南アジアでの海上航行の安全に対

する脅威は，沿岸国の港内や領海内で発生し，政治目的とは関係なくなされ

る強盗や乗っ取り，身代金目当ての誘拐といった行為によるものがほとんど

である。そのため，それらの行為を取り締まるための有効な国際ルールは依

然として存在していない。���の調査によれば，１９９５年から２０００年に発生し

た海賊事件の内，南シナ海とマラッカ海峡では実に全体の８６�５％が港内もし

くは領海内で発生したとされている（���［２０００��４］）。したがって結局は沿岸

国の積極的な取締りが，海賊の規制のための最も有効な手段のひとつという

ことになる。

　こうした認識のもと，海賊事件の増加および凶悪化に危機感を抱いた���

は，１９８０年代前半から当該問題への対応を始めた。１９８３年に海上安全委員会

（���������	�
������������������	）の草案をもとに総会で決議「海賊行為及

び船舶に対する武装強盗の防止策」（���������	
��５４５（１３））を採択した。ここ

で，���は「海賊行為」と共に「船舶に対する武装強盗（������������	��
�����

�����）」という新たな概念を導入することで，上述のような，沿岸国の領域

内で発生する犯罪行為であっても国際的な重要課題であるという認識を関係

国に与え，海賊行為および武装強盗を含む海賊事件全体の防止および抑制の

ためにあらゆる措置をとること，船主，船舶運行者，船長および乗組員に対

してとるべき対策を助言すること，また自国船籍の船舶に対する事件発生の

場合にはその内容について���に報告することなどが関係国に要請された。

　こうした対応がなされても依然，状況が改善されないため，���は１９９１年

には決議「海賊行為及び船舶に対する武装強盗の防止及び抑制」（���������	


��６８３（１７））を採択し，防止のための更なる努力および関係国間および船舶間

で海賊に関する情報が十分に共有されることを関係国に対して求めた。つづ

いて１９９３年に���は，「海賊行為及び船舶に対する武装強盗の防止及び抑制

のための各国政府への勧告」（���������	６２２）および「海賊行為及び船舶に対

する武装強盗の防止及び抑制に関する船主，船舶運行者，船長及び乗組員へ

の手引き」（���������	６２３）のより具体的かつ詳細な２つの回章を採択した。
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これらは１９９９年に前年の地域セミナーでの提言を受けて改正されている（そ

れぞれ，���������	６２２������１，���������	６２３������１）。

　前者の勧告は，情報の確保や，捜査方法への助言，海賊対策のための行動

計画の作成の要請や取締りのための管轄権について，関係国の協力に基づき，

より実効的な体制を整えることなどを求めている。また海賊行為および武装

強盗の情報を集め，情報を関係国および関係機関で共有することが，犯罪の

防止や船舶が自衛策を講ずるために非常に有用であることが改めて確認され

ている。さらに，報告することによって自らの能力が疑われることを船長が

恐れたり，捜査による運行予定の遅れ，また船主の保険料が増すことを懸念

したりして，事件が報告されない例が多くあることを考慮し，報告した場合

にいかなる不利益も当該船舶が受けないような措置をとることを関係国に求

めている（第１３パラグラフ）。情報の収集には，マレーシアのクアラルンプール

にある，�������の機関である海賊情報センター（��������	
�������	��	��

���）を活用することも提言されている（第１０パラグラフ）。

　また勧告は，海賊行為もしくは武装強盗により，領海の外にある海上で逮

捕された者は，実質的当事国との合意によって捜査国の法の下で訴追される

とする。実質的当事国とは捜査対象船の旗国，事件発生地国，事件により自

国の環境に重大な損害の発生もしくは脅威が生じた国，自国および管轄下に

ある人工島その他の施設に重大な危険が生じた国，自国民が死亡もしくは重

傷を負った国，捜査に有用な情報を有する国，捜査を行っている国により事

件との重大な関連が認められた国，乗組員，乗客，船舶および貨物に対する

暴力の抑止もしくは証拠収集に関して援助を要請された国および海洋法条約

に基づき抑止，臨検，拿捕の権利を行使した国をいう（第１６パラグラフ）。さ

まざまな管轄権を根拠に実質的当事国の範囲を定め，海賊および武装強盗が

必ず処罰されるよう，関係国全体で取締りを行うものとされ，とくに武装強

盗について勧告では事件に関わることができる国家の幅を非常に大きく広げ

たといえよう。

　また，共同パトロール等地域的協力も求められ，そのために締結すべき
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「海賊行為及び船舶に対する武装強盗の防止及び抑制に関する地域的協力協

定草案」も提示されている（付属書５）。本協定草案では，定義の項で「船舶

に対する武装強盗」の内容が空欄になっているが，これは，定義については

協定を締結する当事国の裁量で決定することであり，つまり関係国間での合

意がなされた場合には，「海賊行為」とは看做されない行為をも協定上は犯罪

として，「海賊行為」と同様に取り締まることを可能とするものである。

　���はさらに２０００年に回章「海賊行為及び船舶に対する武装強盗の犯罪の

捜査のための慣行綱領案」を採択（���������	９８４）し，２００１年には総会決議

としてあらためて採択した（���������	
��９２２）。本綱領案では，協定草案とは

異なり，武装強盗を「海賊行為」以外の，一国の管轄の下に服す領域でなさ

れた，船舶，もしくは船舶上の人，財産に直接向けられた不法な暴力もしく

は抑留行為または略奪行為としてはじめて定義する。このことは，たとえ，

自国の管轄内での海上暴力であっても，それは決して当該国家の利益のみを

侵害したのではなく，国際的な問題であるがゆえに十分な捜査を行うことが

沿岸国に求められていることを認識するうえで重要な文書である。公海上で

は旗国のそして領海内では沿岸国の捜査のための執行管轄権が認められてお

り，従来の国際法の原則を破るものではないが，領海内の事件であっても，

従来のような沿岸国の排他的な主権が行使されるのではなく，船舶の旗国や

乗組員の国籍国等，さまざまな利害関係国が存在することから，沿岸国間で

の捜査のための合意締結や関係国や国際機関との間での協力が求められてい

る。

　海上の安全という点からは，本来海賊行為を対象とするものではないが，

���がその前身の政府間海事協議機関（��������	���
�����������
��������������

����������	�
����）の時代の１９７４年に採択した「海上における人命の安全の

ための国際条約（����������	
����������������
��，�����条約）」も重要な条約

である。本条約は船舶の構造や設備，救命設備についての基準を定め，海上

での人命の安全を促進するものであるが，２００２年１０月に開かれた海事保安に

関する外交会議で，前年の，アメリカでの９�１１同時多発テロを受け，海上テ
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ロの脅威から人命を守るための大きな改正がなされた。最も重要な改正点は，

新たに追加された，���２章「海上の保安を高めるための特別措置」および義

務的規定である�部と勧告的規定である�部とから成る「船舶と港湾施設の国

際保安コード（������������	
���
���
����
�����������������	������）」である。こ

れらは，船舶の破壊や不法奪取，不正開梱等，貨物や重要な船舶装置に手を

加えること，密航者の乗降，大量破壊兵器の密輸や海上からの攻撃，船舶自

体を武器として使用するといった脅威を想定して，船舶と港湾施設の安全を

守るために十分な設備や装置を備えているかなどの船舶保安評価を行うこと

や，さまざまな保安上の設備計画を作成したり，船舶に対して一定の装置を

備えることを義務づけることなどが国家に要請されている。管轄権の問題や

定義の問題とは別の観点から「海賊行為および武装強盗」の抑止や発生した

被害を最小限にするためには実際的で有効な手段であると考えられる。

　２．�����でのルール作り

　普遍的な広がりをもつ国際組織に対して，地域的なフォーラムとして東南

アジアの海賊の取締りに取り組んでいる組織としては�����を挙げること

ができる。２００２年の「�����国境を越える犯罪撲滅のための行動計画」を履

行するため，海賊に関する合意がなされ，国内法の整備，情報の交換，捜査

における国家間協力や共同パトロールを行うことが決められた。注目すべき

は，海洋法条約４３条に基づき（５），国際海峡の利用国や関係国際機関に対して

技術的な協力を求めていくという考え方である。同規定は合意を前提として

の協力であり，日本などの海峡使用国に協力を義務として課すことは難しい

が（島田・林編［２００５��４７］），東南アジア諸国にとって取締りのための一番の

障害である資金や技術力の不足という問題を解決するには，利用国に対して

も同４３条を根拠に，すべての国の航行の利益を守るという観点から相応の協

力を求めていく必要があろう（������［２００５��１５０�１５１］）。

　また，東南アジアを含むアジア太平洋地域における政治や安全保障分野を
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対象とする地域的な対話のフォーラムとして，海賊の問題にも取り組む，１９９４

年より開始された�����地域フォーラム（���）を挙げることができる。���

は対話を通じて，信頼醸成を図り，予防外交を行い，紛争を平和的に解決す

ることを目指すものである。海賊の規制に関しては，２０００年に海賊や不法入

国を主に扱う専門家グループを設立し，２００３年の第１０回閣僚会合において「海

賊行為及び海上保安への脅威に対する協力に関する地域フォーラム声明」を

出している。この声明では海賊行為が国際的な貿易活動の阻害要因であるこ

とや，海賊行為がアジア太平洋地域に共通の重大問題であり，地域的な協力

が規制のための絶対的な条件であることを確認している。ただし，テロ対策

が海賊行為の規制にも有効であるとしているが，この点については，確立し

た国際法上の海賊に関する法制度が，定義の明確でないテロ行為についても

安易に適用されたり，また逆にとくに９�１１の同時多発テロ以降にみられる各

国のテロへの超法規的な対応が海賊にもとられたりする危険性を含んでいる。

　東南アジア諸国の海賊に対する問題意識を高めるためには有効な対話では

あるが，各国に義務的な対応を迫ることは行っていない。従来の不干渉主義

から脱却すべきとする意見もあるが（�������［２００５��１３０］），しかし不干渉主

義を貫く�����のフォーラムとしては拘束力のある文書を作成することは

できず，内容も具体的な提案措置ではなく，地域的な協力を各国に要請する

にとどまらざるを得ないであろう。

　３．万国海法会によるモデル国内法

　万国海法会（��������	
���������
	���	�）は，ベルギーに置かれた１８９７年

設立の海事専門の非政府国際組織であり，海法の国際的統一を目的とするも

のである。現在，５７カ国５６の海法会によって構成されている。これまでにも

多くの海法に関する統一条約を作成し，ブラッセル海事法外交会議で採択さ

れてきた。海賊の統一法については１９９７年の理事会でアメリカ海法会により

ワーキング・グループの設置が提案および承認され，翌１９９８年には「海賊行

���



為及び海上暴力行為に関する法律の統一に関する共同国際ワーキング・グ

ループ」が，ボルチック国際海運協議会（���������	�
���������������������

��������	
���），国際海運会議所（������������	
������
��
���������
���），

インターポール（������������	
�������	
�	���
��������������	��
���），国際船主

責任相互保険組合（������������	
����
��
�
�
�
�	����
�����），�������，���，

国際運輸労働者連盟（������������	
��������
��������
�����������	
��），国際海

上保険組合（������������	
�����
��
�����
���������������），国連法務部海事・

海 洋 法 課（��������	��
��������
����	���	������������	��
����	���

������	��

���������	�
	�������������
）によって組織された。海運会社，保険会社，

船員組合，海事を専門とする国際組織等，海賊の取締りに関連するすべての

団体が一堂に会するグループとなった。

　ワーキング・グループは２０００年に「海賊行為及び海上暴力行為に関するモ

デル国内法（��������	
�������������	������
���������������	
����
��
）」（中谷

［２００１��６２�６７］）を作成し，２００１年の万国海法会シンガポール会議で検討がなさ

れることとされた（���［２０００��４１８�４２３］）。２００１年のシンガポール会議では，

会議での審議の結果を受けてワーキング・グループによって最終草案が作成

され，理事会の採択後に，各国海法会に送付し，自国政府に対してモデル国

内法に則った国内法の整備を促進，また���総会での承認を求めることが決

議された（中谷［２００１��７０�７１］）。

　モデル国内法の主要な目的は，いかなる海賊行為，海上暴力行為も関係国

の訴追や処罰の管轄の外に置かれないこと，もしくは犯人の引き渡しがなさ

れること，また海洋法条約やローマ条約が十分に実効性をもつようにするこ

と，ローマ条約の非当事国についてもモデル国内法を国内法化することで

ローマ条約の規定の内容が統一的に適用されること，さらにはすべての対象

犯罪が国内当局と関係国際機関に報告されることにある。

　モデル国内法の問題点は，あらゆる海上犯罪を取締りの対象としようとし

たため，海賊行為と海上暴力に関する法をすべて取り込むことになってし

まったことにあろう（６）。本論との関係で問題となるのは定義と管轄権であ
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る。モデル国内法では，海洋法条約上の海賊行為，国内法上の海賊行為およ

びさまざまな海上暴力を規制の対象としている（�����）。管轄権については，

海洋法条約上の普遍的管轄権や旗国主義，属人管轄権，受動的属人管轄権が

採用されている。対象の外に置かれる海上犯罪がないように，海洋法条約上

の「海賊行為」と国内法上の海賊，および先にみたローマ条約で規定された

海上犯罪すべてを含む形となっている。とくに，海賊行為および海上暴力が

ともに未遂や教唆幇助の場合を含むとする規定はローマ条約に順ずるものと

なっており，このことは犯罪の準備，計画，実施について実行集団の編成と

運営を指導した者をも訴追の対象とすることを可能とするものであり，海賊

行為を超えて国際テロ行為の取締りを目指したものとなっている（山本

［１９９２��２３３］）。しかしながら「海賊行為」に関する法制度と，ハイジャックな

どのテロ関連条約の法枠組みをもつローマ条約の制度とを一つの法の中に取

り込むことは，法的な破綻をきたすことになるのではないだろうか。今後各

国がどのように対応するのか注目すべきであろう。

　本節でみてきたように，海賊についてのルール作りは現実の問題を解決す

べく努力がさまざまなフォーラムにおいてなされてはいるが，現状に対応し

ようとするがために法的には混乱を招いていることも否めない。東南アジア

における海賊事件の特徴をみるとき，国内法に基づく規制の強化は海賊の撲

滅に最も効果的な方法であるが，さまざまな国際ルール作りの動きに対応し

て，果たして国際社会，とくに東南アジア諸国がその実現のためにどのよう

な措置をとっているのか，次節で検討することとする。

第３節　国際ルールの実現

　拘束力をもつ条約や宣言・声明などの非拘束的文書，またモデル国内法の

提示といったさまざまな形式を用いて，国際社会が海賊の撲滅を目指してい

ることは前節でみてきたとおりである。しかしながら，実際にそれらのルー

���



ルが取締りのために実効性を有するかどうかは，ルールの実現のための国際

機関や各国家での対応が重要なかぎを握っている。さまざまなフォーラムで

のルール作りが議論の段階を超えておらず，十分にはルールの内容が実行さ

れていないとする批判もあるが（��������［２００５��１１６�１１７］），ルールの実現に関

して国際社会がどこまで真剣に向き合っているのかを本節では検証する。

　１．�������の働き

　���は１９２０年設立の非政府国際組織であり，国際貿易の促進，自由かつ公

正な競争原理に基づく市場経済システムの発展，世界経済に関するさまざま

な問題への提言を活動の目的とする。政策提言や，国際取引慣習に関する共

通ルールの作成の推進，仲裁裁判の分野でも活躍しているが，国際貿易の安

全という観点から海賊事件の規制に関しても積極的に活動している。���の

下部機関である���は１９９２年にマレーシアのクアラルンプールに海賊情報セ

ンター（���）を創設した。���は現在，２２の海運大国を中心とする世界各

国の船主協会や船員組合，保険組合等の基金により運営されている，日本か

らも日本船主責任相互保険組合が出資を行っている。���の主要なサービス

は，海賊に関する情報の提供にある。さまざまなフォーラムで常に確認され

ているように，海賊事件に関する情報を国家や海運関係者が共有することは，

危険海域の運行に注意を払い，また船舶が現状に即した防御策をとるために

有効であり，事件の防止に大きく寄与することになる。また事件が発生した

場合にも，事件に関して集められた情報を���が関係国に通報することでよ

り迅速な対応ができることになる。先述のアロンドラ・レインボー号事件で

も���は事件発生の情報をすばやく関係国や海運会社に提供し，海賊により

奪取されたアロンドラ・レインボー号の追跡情報の提供は，インド沿岸警備

隊による当該船舶の奪還にもつながった。

　���は事件が発生した際には，当該船舶からもしくは異常を察知した海運

会社などから通報を受け，関係国の当局および船主に連絡し，当局に対し適
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切な対応を要請する。一般には���からの要請に対して，関係国は迅速に対

応するといわれる（７）。収集した海賊事件に関する情報は，インターネット上

で公開され毎週更新されている（���������	
������	�）。これにより，最新の

情報を航海中の船舶でも情報を確認することができる。また，海賊事件に関

して，地域別の発生数や事件の内容による分類等，さまざまな統計を３カ月

ごとおよび年報として発行している。

　また���が扱う海賊事件は，海洋法条約上の海賊行為とその他の武装強盗

も含むものとして，���は以下の定義を採用している。

　海賊行為及び武装強盗

　窃盗若しくは他の犯罪を行う明らかな意図をもって，かつそれらの行為

を助長するために暴力を用いる明らかな意図若しくは能力をもって船舶に

乗船若しくは乗船しようとする行為

　この定義は，船舶が海上で停泊中もしくは投錨中の場合も含み，また既遂

および未遂両方の行為を含むものとしている。���がこのような定義を採用

しているのは，ほとんどの船舶に対する攻撃が，国家管轄権に服す場所でな

されており，海洋法条約では対象外にされていることをその理由としてあげ，

第２節１．ですでにみた，���の���回章「海賊及び船舶に対する武装強盗

の犯罪の捜査のための慣行綱領案」はその対象とする犯罪について，���と

同様の趣旨の定義を行っており，その対応を���は高く評価している（���

［２００５��３］）。

　第２節でみてきたように，海上の安全を確保するためには，海洋法条約上

の海賊行為とその範疇の外にある武装強盗との両者を取り締まる必要がある

ことは，各国一致の認識であり，さまざまな国際ルールも両者を対象とする

ようになってきている。ただし武装強盗については国家管轄権の問題から，

依然として沿岸国以外の国家がとりうる規制措置は必然的に限られたものと

なってしまう。しかしながら国際貿易の促進を目的とし，そのための海上の
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安全の確保を目指す���にとっては，犯罪行為地にかかわらず，あらゆる海

上での暴力行為が活動の対象となるべきであり，また立法機関でも法執行機

関でもない，情報の収集，提供という活動については，管轄権の問題も生じ

ることはなく，���は実状に即した対応をとることができるといえよう。

　さらに���の有用性とは，非政府国際組織であるということである。これ

は，たとえば海賊事件が発生した場合に，���は直接沿岸諸国に対して海賊

船や，また船舶が不法奪取された場合には直ちに被害船の捜索等を要請する

が，同じ状況で被害船の旗国が沿岸国に同様の内容を要請しようと思えば，

沿岸国の主権を尊重した形での正式な外交ルートを通じてのものとなり，迅

速な対応を望むことはあまりできない。これに対して���であれば，国家間

の主権問題とはならず，要請を受けた国家も主権国家としての体面を汚され

ることもなく行動に移すことができる。情報を収集する際にも，���が国家

機関や政府間組織でないことは通報を容易にしている（８）。

　国家とは別のレベルでの���の活動は，各国家の犯罪の取締りという執行

行為を助けるのに非常に有効な方法であるといえよう。

　２．����の対応

　����においても，海賊に関してさまざまな形での協力体制を確保するこ

とが首脳会議等で確認されている。各国家での海賊の取締りを促すという意

味では，とくに，����（����������	��
�������������
��）イニシアティブが

注目されよう。����イニシアティブとは，２００２年１０月の����首脳会議でア

メリカの提唱により採択された「テロリズムとの闘い及び成長の促進に関す

る����首脳声明」（９）に盛り込まれたものである。この声明は２００１年９月１１

日のアメリカでの同時多発テロおよび２００２年１０月のバリでの爆発事件を受け

て作られたものである。����域内での安全な貿易を確保するため，貨物，

船舶，航空，旅客といった分野ごとにいかなる取組が各国においてなされて

いるのか，またこれからの計画やキャパシティ・ビルディングについての情
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報を共有し，協力を促進することを目的としている。年１回の����会合では，

国家や国際機関での取組の内容が報告されている（１０）。

　����イニシアティブはテロ対策を目的としたものであるが，海上交通の保

安強化も対策の目的のひとつとされ，���との連携を保ちながら，海賊の撲

滅を進めていくことも提唱されている。また先にみた改正�����条約や付

属文書の���������の履行も����イニシアティブのなかで重要な課題とし

て捉えられ，���������において政府に義務づけられている，船舶保安計画

および港湾施設保安計画の履行（１１）をどのように促進していくべきかが２００４

年の第２回のチリ会合において審議されている。���������は具体的な方策

を各国に義務づけるものであり，また船会社も国際航行を認められるために

は，十分な保安装置を船舶が備えていることが求められ，対応せざるえない

ものとなっている。�����イニシアティブによって各国の履行状況を確認し

ていくことは，安全強化のための各国の対策を促進し，海賊の規制に関して

も非常に有効な手段といえるであろう。実際に各国家は毎年の締約国会合に

おいて���������の履行に関する進捗状況を詳細に報告している。船舶の安

全装備や港湾施設の安全が，各国毎の問題ではなく，国際社会全体に共通の

問題であるという認識を高めることにもなるであろう。

　３．東南アジア各国の対応

　東南アジア海域で発生する海賊事件の多くが領海内で発生していることか

ら，沿岸各国が実効的に海賊を取り締まれば，問題は解決することになるが，

それが困難なために国際ルールが作成され，さらにその具体的な実施や履行

のための協力体制が必要となってくる。国際的なフォーラムにおいて，海賊

の取締りが重要な課題であるという認識は沿岸諸国にも共通のものとなって

きていると思われるが，国際ルールの履行に関して依然として各国はさまざ

まな問題を抱えており，そのような状況下でどのような措置をとっているの

かをみてみることにする。
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　取締りにおける最大の障害は，すでに述べたように沿岸諸国の資金的，技

術的な能力の不足にあるといえる。また日本をはじめとするマラッカ海峡や

シンガポール海峡の海峡使用国の船舶の安全を守るために，海峡が領海であ

るがゆえに海峡沿岸国である東南アジア諸国が取締りのための人的，経済的

な犠牲を払わなければならないという不公平感も，十分な取締りが行われな

い一因であろう。したがって，これらの問題を克服することが実効的な海賊

の取締りにつながることにもなると思われる。

　そのためのひとつの方策としては，最近のアジアにおける海運大国日本の

イニシアティブによる協力体制の強化があげられる。アロンドラ・レイン

ボー号事件を受けて，１９９９年１１月の�����サミットにおいて当時の小渕首相

が提案した東京海賊対策国際会議が２０００年３月と４月に，アジア１５の国およ

び香港の海上警備機関責任者が参加して開かれた。会議では，海賊の国家お

よび民間レベルでの警備の強化，国内法の整備，また国際協力の促進などが

話し合われ，「東京アピール」「モデルアクションプラン」および「アジア海

賊チャレンジ２０００」が採択された（１２）。これらの文書に基づき日本は東南アジ

ア諸国に対して，技術的，経済的な支援を行っている（１３）。

　また２００１年には小泉首相により「アジアにおける海賊行為及び船舶に対す

る武装強盗との戦いに関する地域協力協定（地位協力協定）案」が提唱された。

同協定案は２００４年に開かれた東京での政府間会合において，１６カ国（ブルネ

イ，カンボジア，インドネシア，ラオス，マレーシア，ミャンマー，フィリピン，

シンガポール，タイ，ベトナム，中国，韓国，インド，バングラデシュ，スリラン

カ，日本）の参加を得て採択され，２００６年９月に発効した。本協定は，情報

共有センターをシンガポールに設立して情報を交換し，容疑者の逮捕や被害

船舶の発見を容易にし，また犯罪人引き渡し等における二国間協力を促すも

のである。センターを自国に設置すべきと主張するインドネシアやマレーシ

アを除く，参加国中１４カ国が批准している。一方，アメリカは地位協力協定

と並行して，海賊対策およびテロ対策を含む「地域海洋安全保障構想」を独

自に提唱していたが，自国の主権をアメリカにより制限される可能性に危惧
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を抱く，インドネシアやマレーシアが強く反発したため，２００５年４月，アメ

リカは自らの構想を断念し，地位協力協定発効後に当該協定に参加すること

を表明している。

　日本やアメリカのイニシアティブによるこのような制度が東南アジア諸国

により簡単には受け入れられないところに，発展途上国としてのこれら諸国

が自らの主権を大国から必死に守ろうとする姿をみて取ることができるであ

ろう。資金面や技術面での援助は，たとえば海洋法条約４３条を根拠にして海

峡利用国に求めるという態度をとることもできるが，海峡利用国の軍艦が沿

岸国領海である海峡のパトロールを行うことは絶対に認められない。とくに

アメリカによる構想は，テロ対策とさえいえば，安易に主権を制限すること

が可能となる危険性に沿岸諸国は強く反発したといえよう（１４）。

　こうしたことから，海賊については基本的には海洋法条約の規定を超える

ことは難しく，武装強盗という新たな概念を導入したとしても，その規制は

領域主権を尊重したものとならざるを得ない。したがって，領海内で発生す

る海賊事件を実効的に取り締まるには，沿岸国自体の取締りのための能力を

向上させることが最も有効な方法である。

　そのなかのひとつの手段として海上法執行機関の整備が挙げられよう（１５）。

各国とも自国の管轄下での海賊や海上暴力を国内法上，犯罪行為として規定

してはいるのに（１６），海賊事件が減少しないのは法が存在していてもそれを執

行するための制度が整っていないことにある。こうした状況において，沿岸

諸国は，先述の日本からの支援を受けて法執行機関に関する国内法の整備を

行っている。またマレーシア，インドネシアおよびフィリピンはコースト

ガードの整備，強化を図っているが，これらの国の問題点のひとつは従来か

らの海賊や海上犯罪取締りのための執行機関が一国のなかでさまざまに存在

し，関係諸機関の管轄権の配分が明確にされていないため，実際に事件が発

生した場合に各機関の権限関係が非常に複雑なものとなっていたことにある。

　マレーシアでは，２００５年１１月に，それまでの海上警察，漁業局，税関，海

事局，海軍，国家安全保障部局等１２の法執行機関を統合したマレーシア海上
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法執行庁（�������������	�
��������
�	������）が設立された。フィリピン

のコーストガードは，アメリカの施政下の１９０１年に設立されたが，海上安全

に関わる専門的人材育成と海上安全体制の整備という観点から，１９９８年に海

軍から独立して運輸通信省の直轄となった。インドネシアにおいても，現在，

海軍，海上警察，海運総局および海洋漁業省が重複する形で海上法執行権を

もっており，権限を調整する海上治安調整機構（����������）の設立を準

備している。日本はこれらの機関に対して，国際協力機構（����）を通じて

海上保安庁から専門家を派遣し，組織や政策に関して指導を行ったり，人材

育成プロジェクトの立ち上げを支援したり，また合同訓練を行ったりしてい

る。物的な支援として船艇の提供も行っている。

　こうした国家ごとの取組のほか，インドネシアとシンガポール，インドネ

シアとマレーシア，マレーシアとフィリピン，マレーシアとシンガポールと

いった形で，近隣国との共同パトロールや，追跡権の調整を行う条約も締結

されている（������［２００５��１４９�１５０］）。

　東南アジア海域の海上の安全を守るためには，海洋法条約上の「海賊行為」

だけでなく，領海内での「武装強盗」の取締りが必要であることは国際的お

よび地域的レベルでのさまざまなフォーラムにおいて何度も確認され，その

認識は高まっている。武装強盗の取締りに関して，沿岸国以外の国家が積極

的な措置をとるためには，事前の合意が必要であるが，各フォーラムでの合

意内容を執行するために各国家において，また二国間レベルでさまざまな取

組がなされている。それらの対策が功を奏してか，�������によると２００６年

は３月まで，マラッカ海峡での海賊および武装強盗は１件も報告されていな

い（���［２００６��１３］）。ようやく整備が始まったコーストガードなどの海上法執

行機関に，群島国家であるインドネシアやフィリピンといった国の群島水域

内すべてを十分に警備することを求めるのは酷なことであり，それらが求め

られている役割を十分に果たすためにはまだ時間を要するであろうが，長期

的な観点からすれば，各国の法執行機関の整備という形で取締り能力を高め

る方法は，海賊の取締りにとって非常に有用であるといえるであろう。
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おわりに

　冷戦構造の終結後，武器の流入による海賊事件の凶悪化や経済の悪化によ

り，海賊の増加という状況が生じてしまったが，このことは逆に，海賊が世

界経済にとって大きな脅威であることをさまざまな国際フォーラムを通じて

各国が認識する機会ともなった。その結果，海賊の取締りのためのルール作

りや国内的な法執行機能の強化が，政府間国際組織，地域的フォーラム，���，

二国間協定を通じて行われるようになった。最後に今後さらに検討を要すべ

き問題をいくつか指摘することで本章を閉じたい。

　ひとつにはさまざまなフォーラムのなかでもとくに，���である�������

の働きに注目すべきであろう。���が国際法主体性という観点から，国際法

制度の形成と実施に関していかなる機能を果たしているのかについては，国

際法学においてその理論的枠組みの確立はいまだ発展段階にとどまるが（１７），

�������は国際制度の実施過程において，つまり海賊の取締りという国際的

要請を果たすことにおいてそれを促す，実施の役割を担っているといえる（柴

田［２００５��１４�１５］）。���が情報を収集し，国家や海運会社に情報を提供するこ

とで，事件の防止や取締りの実効性を高めることになり，国際ルールの実施

のうえで���である���が重要な機能を果たしていることは否定できない

であろう。

　また，海賊の定義については，２００１年の同時多発テロ以降，海上安全の確

保という観点から，テロとの境界線が曖昧になってきている。確かに海賊対

策とテロ対策は共通するところが多くあり，���������に基づく港湾施設や

船舶の安全のための対応策はどちらにも有効であろう。しかしながら，旗国

主義の例外である普遍的管轄権を採用する海賊制度を，テロ行為に安易に拡

大することになってしまっては国家主権の侵害にもつながりかねず，慎重な

対応が必要であろう（��������［２００５��６４�６５］）。海洋法条約上の海賊行為があま

りにも限定的な規定であるがために，現状の海賊事件を十分に取り締まるこ
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とができないという問題はあるが，ローマ条約の批准さえ行っていないマ

ラッカ海峡沿岸国が，領海内の取締りに関して，自らの主権を制限するよう

な合意を結ぶ可能性は非常に少ないと思われる。ローマ条約の批准が���

をはじめとするさまざまなフォーラムで各国に要請されたり，先にみたよう

に，テロ対策のためにローマ条約の改正が行われたりされているが，定義す

ることも困難な「テロリズム」という行為を安易に「海賊行為」と並列的に

扱うことには国際社会は十分な注意を払う必要があるであろう（１８）。それぞ

れの犯罪に関して国家がとりうる措置は別々の法制度として検討すべきであ

る。

　そうであるからこそ，主権の壁を越えて海賊の取締りを図るとき，���の

働きや国家間の対話を促進するための非拘束的文書は，即効性はないかもし

れないが，沿岸諸国には最も受け入れやすいものであり，さらには，関係国

間でのパトロールや海上警察権行使のための協力関係の強化，技術的経済的

支援によって沿岸国自らが海賊行為および武装強盗を積極的に取り締まるよ

う促すことが実効的な方法であるといえよう。今後，国際社会は，さらに沿

岸国の積極的な規制を促し，法執行能力を高めるためのルール作りを行って

いくことが求められると考える。また同時に，沿岸国を中心とする二国間レ

ベルおよび地域レベルの条約は，海賊行為や武装強盗の取締りに関する新た

な法制度の確立を促進することにもなるであろう。

〔注〕―――――――――――――――

�　国際商業会議所のホームページで，毎週の海賊情報や年次報告が公開されて

いる。�������������	��
������������������������（２００６年１２月２８日アクセス）。

　海賊事件の発生件数は，２０００年は４６９件，２００１年３３５件，２００２年３７０件，２００３

年４４５件，２００４年３２５件，２００５年２７６件となっており，２００５年はインド洋津波の

影響で減少したともいわれ，減少傾向にあるとはいえない。地域別では東南ア

ジアが全体の４～５割を例年占めているが，以前は１割程度であったアフリカ

海域が１９９７年以降は３割を占めるようになっている。乗組員の被害状況につ

いても殺害や傷害，また人質に取られる件数が増加している。

�　本稿では，国連海洋法条約１０１条で定義される行為を海賊行為とし，海洋法
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条約の定義の外にある領海内および公海上の犯罪すべてを含めて，海賊事件と

定義することにする。

�　１９８５年１０月７日，イタリア船籍のクルーズ船アキレ・ラウロ号は，エジプト

沖を航行中，乗客として乗船していた４名のパレスチナ武装ゲリラによって公

海上で乗っ取られた。乗取犯は４２０名の乗員と乗客を人質し，またそのうちの

１名のアメリカ人を殺害して，イスラエルで拘禁中のパレスチナ人５０人の釈放

を要求した。乗取犯は，国外退去を条件に罪に問われることなく，エジプト当

局に投降し，人質は解放された。しかし，犯人を乗せてカイロからチュニジア

に飛行中のエジプト機は，米軍戦闘機によってイタリアの����軍基地に強制

着陸させられ，イタリアが犯人の身柄を拘束して自国の裁判に付した。アメリ

カは犯人の引き渡しを要求したが，イタリアにより拒否された。

�　海上テロおよび大量破壊兵器拡散防止のため，海上テロを引き渡し犯罪とす

ることや，旗国の許可の下，旗国以下の国の官憲による公海上での船舶の臨検

を可能とするなどの改正が行われた。

�　国連海洋法条約第４３条

　　海峡利用国及び海峡沿岸国は，合意により，次の事項について協力する。

�航行及び安全のために必要な援助施設または国際航行に資する他の改善

措置の海峡における設定および維持

�船舶からの汚染の防止，軽減及び規制

�　モデル法の問題点については，日本海法会海賊小委員会のリポーターとして

モデル法を検討し，２００１年の万国海法会のシンガポール会議に出席した中谷教

授による報告に詳しい（中谷［２００１��４３�７１］［２００３��７９７�８００］）。

�　ただし，���のチョン所長によると，海賊事件は，土曜日と日曜日を挟んで

船主や荷主の対応が遅れるように，金曜日に発生する場合が多いという。

�　チョン所長によれば，事件発生の際に船主が，情報提供者に懸賞金を出す場

合があるが，この場合にも���は情報提供者にとって都合のよい対象であると

いう。���はたとえ情報提供者が事件に関与していることが疑われたとして

も，関係諸国当局に通報することはなく，また逆に，通報することで危険が提

供者に及ぶ可能性があるとしても保護措置をとることもないという。

�　声明の内容は外務省のホームページに公開されている（�������������	
�

���������	���
���２００２����������	
���　２００６年１２月２８日アクセス）。

�　����のホームページで，各国の報告内容などについてはみることができる

（�������������	
������	
���	
���������������	
���
�������������������

������������	��
����
��
��������　２００６年１２月２８日アクセス）。

�　各船舶および港湾施設が，たとえば危険物の持ち込みなどに対してその予防

や持ち込まれた際に適切な処置が行える装置または手段を整えているかと

いった，保安上の危険への対応について，政府が承認をしなければならない
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（�����������	
��������９�������１６）。また改正�����条約���２章第６規則では，

海賊やテロリストに船舶が襲われた際に，衛星通信装置を利用して，船名や船

舶の位置を安全ボタンを押すだけで自動的に関係当局に通報する船舶保安警

報装置（����）の搭載を各船舶に義務づけている。

�　これらの文書の原文および日本語訳については，日本船主協会のホームペー

ジの「海賊インフォメーション」の項を参照のこと（������������	
����������

���������	�
����　２００６年１２月２８日アクセス）。

�　東南アジア諸国は，とくにインドネシアやマレーシアは自国の領海内に，パ

トロールや自国船籍の船舶の保護のために外国の軍艦や武装した政府の船舶

が存在することには当然強い抵抗感をもっており，それは，とりわけ日本に対

しては海上保安庁の船舶であっても強い不信感がある。その結果，海上保安庁

と各国の沿岸警備機関との協力は，共同パトロールではなく合同演習にとどま

り，沿岸国自身の取締りの能力を向上させるような援助内容で合意された

（��������［２００５��１１１］）。

�　マレーシア海事研究所（���������	
������������������）のイスカンダー・サ

ズラン主任研究員はインタビューの際，マレーシアやインドネシアは，中国と

アメリカという２つの大国の間でどちらに片寄ることもなく自らの主権を守

り，またアメリカを支持することでかえってテロの脅威に晒されることもした

くないと述べた。

�　２００５年６月に行われた日本とインドネシアの首脳会談でも「海洋問題に関す

る日本・インドネシア共同ステートメント」において，「マラッカ海峡の航行

の安全のため，沿岸国の海上法執行機関の能力を強化するための利用国による

積極的な協力および支援がとくに重要である」ことが確認された。

�　たとえばフィリピン修正刑法では，�����３で，公海上およびフィリピン領水

内での海賊行為及び反乱行為を定め，１２２条で海賊行為を公海及びフィリピン

領水内において，船舶を攻撃，又は奪取し，もしくは当該船舶の乗組員でも乗

客としてでもなく，船舶の積荷，装備品，または乗組員や乗客の持ち物の全部

もしくは一部を強奪すること，と規定している。

�　この問題については，柴田［２００５］を参照のこと。

�　フィリピンの海事関係の弁護士との話では，罪刑法定主義から，決して，刑

法の海賊の規定をテロにも拡大解釈するようなことはないと述べていた。
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第１０章　海上の安全の国際ルールと国内的執行　���


